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学生確保の見通し等を記載した書類

１ 学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況

（1）学生確保の見通し

（ア）定員充足の見込み

① 改組の概要

現行の農林海洋科学部では、農林資源環境科学科、農芸化学科、海洋資源科学科の３学科

が設置されている。今回の改組では、データサイエンス教育や一次産業 DX に資する人材の

育成などの新たな社会的ニーズに応え、かつ地域産業振興への貢献を推進・実現していくた

め、農林資源科学科と海洋資源科学科の２学科体制の農林海洋科学部に移行する。学問領域

としては、現行の農林資源環境科学科と農芸化学科を農林資源科学科のうちに含む形とし、

両学科ともデータサイエンス分野の強化を行う。

入学定員は、農林資源科学科 135 名、海洋資源科学科 65 名の計 200 名に設定する。農林

資源科学科の入学定員中 15 名は、高知県内の高校生のための入学枠（地域枠）とする。こ

の地域枠 15 名は、５名を総合型選抜、10 名を学校推薦型選抜により選抜を行うが、この地

域枠内の学校推薦型選抜 10 名のうち５名を一般推薦、５名を専門推薦とし、専門推薦は県

内実業高校生を対象とする。さらに農林資源科学科には、専修学校や短期大学卒業生等を対

象として２名の３年次編入学枠を設ける。

  改組前 改組後

② 農林資源科学科の定員充足の見込み

a.地域枠及び３年次編入学枠の入学定員について

「① 改組の概要」で述べたとおり、今回の改組でおいて、新たに地域枠 15 名及び３年

次編入学枠２名を設定する。

高知県では、高等学校卒業後の大学進学者の県外流出率が高く、学校基本調査によると令

和３年度の高知県内高等学校出身の大学進学者 2,845 人中、2,092 人が県外大学に進学し、

県外大学への流出率は 73.5％である。一方、近年高知県内で大学が新設されており、高知

リハビリテーション専門職大学が平成 31 年４月に、高知学園大学が令和２年４月に開設さ

れている。設置前後を比較すると、県内大学に進学する高知県内高等学校出身の大学進学者

は、大学への入学年度で平成 29 年度が 544 人、平成 30 年度が 605 人であったところ、高

知リハビリテーション専門職大学が新設された令和元年度は 717 人、高知学園大学が新設

農林資源環境科学科（90 名） 

農芸化学科（45 名）  

海洋資源科学科（65 名）  

農林資源科学科

（135 名、うち地域枠 15 名） 

・フィールド科学コース

・農芸化学コース

海洋資源科学科（65 名）  

・海洋生物生産学コース

・海底資源環境学コース

・海洋生命科学コース
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された令和２年度は 770 人と、大学新設に合わせて増加しており、県外流出率もそれに合

わせて、平成 30 年度 78.7％、令和元年度 75.8％、令和２年度 75.2％、令和３年度 73.5％

と、減少傾向にある。

高知県内高等学校出身の大学進学者における県内・県外大学進学者数と県外流出率 

⼤学⼊学年度 

平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

⾼知県内⾼等学校 

出⾝者における 

県内⼤学進学者数 

544 605 717 770 753 

⾼知県内⾼等学校 

出⾝者における 

県外⼤学進学者数 

2,141 2,240 2,241 2,333 2,092 

合計 2,685 2,845 2,958 3,103 2,845 

県外流出率 79.7% 78.7% 75.8% 75.2% 73.5% 

以上のことから、高知県の高等学校出身の大学進学者の県外流出率は高いものの、県内に

進学先となる大学があれば、大学進学者の受け皿となり、大学進学者の県外流出を抑えるこ

とができるものと考えられる。

就業構造基本調査 2017 によると、都道府県内の有業者における第１次産業の割合で、高

知県は全国第３位となるなど、県内には第１次産業の有業者が多く、農林水産業は高知県の

基幹産業になっている。農林海洋科学部は、高知県の基幹産業である農林水産業を支える学

部であるが、一方で入学者における高知県内高等学校出身者の割合は低く、平成 29 年度か

ら令和３年度までの５年間平均で 21.8 人であり、全体定員 200 名の 10.9％に留まってい

る。これは高知大学全体の高知県高等学校出身者の割合約 25％と比べても低い割合である。

このことは、農林海洋科学部が高知県内の大学進学者の県外流出を留める防波堤としての

機能が弱いことを表しており、地域貢献の観点から強化していきたい。

高知大学各学部における入学者における高知県内高等学校出身者の割合

学部名 

令和３年度 平成 29 年度〜令和３年度５か年平均 

⼊学者数 

⾼知県内 

⾼等学校出⾝の 

⼊学者数 

⼊学者における 

⾼等学校出⾝者 

の割合 

⼊学者数 

⾼知県内 

⾼等学校出⾝の 

⼊学者数 

⼊学者における 

⾼等学校出⾝者 

の割合 

⼈⽂社会科学部 290 83 28.6% 291.8 87.2 29.9% 

教育学部 135 51 37.8% 136.8 47.0 34.4% 

理⼯学部 247 64 25.9% 251.6 51.8 20.6% 

医学部 171 39 22.8% 170.4 50.0 29.3% 

農林海洋科学部 207 24 11.6% 207.2 21.8 10.5% 

地域協働学部 60 17 28.3% 62.6 16.6 26.5% 

全学部 1,110 278 25.0% 1120.4 274.4 24.5% 
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また、平成 28 年度～令和２年度の農林海洋科学部卒業生の就職先を見ると、高知県内高

等学校出身者が５か年合計で県内就職者が 62 名、県内就職率が 69.7％である。高知県外高

等学校出身者の５か年合計の県内就職者が 29 名、県内就職率が 5.6％であることと比べる

と、高知県内高等学校出身者の県内就職率は極めて高い。

農林海洋科学部卒業生における県内・県外高等学校出身者の高知県内就職実績 

（平成 28 年度～令和２年度５か年合計）

平成 28 年度〜令和２年度５か年合計 

卒業者数 就職者数 
⾼知県内

就職者数 

⾼知県内 

就職率 

農林海洋科学部卒業⽣における 

⾼知県内⾼等学校出⾝者 
122 89 62 69.7% 

農林海洋科学部卒業⽣における 

⾼知県外⾼等学校出⾝者 
761 514 29 5.6% 

また、高知県の「第２期高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略」においては、人口減少

が経済の衰退を招き、それがさらなる人口減少を招くという「人口減少の負のスパイラル」

を食い止めるための基本的な考えとして「若者の県内定着の増加」を掲げ、そのための基本

的方向として農林水産業を含む地産の強化や新規学卒者等の県内就職の促進・定着支援な

どが挙げられている。

以上のことを背景に、今回の改組では、高知県出身者の学生確保策の一環として、地域枠

を新たに設定している。地域枠を設定することで、高知県内の高校生に目を向けてもらい、

高知県高等学校出身者の受験者増、入学者増を狙っている。このことは、大学入学時での県

内高校生の県外流出を防ぎ、卒業の時点ではより多くの農林海洋科学部卒業生を地域に輩

出することにつながると考えており、高知県の「第２期高知県まち・ひと・しごと創生総合

戦略」における高知県の戦略とも合致している。

地域枠は、次に記すとおり地域において特に農業人材の需要が高いことから、農林資源科

学科に設定する。地域枠設定にあたっては、高知県の農業教育推進のための地域連携プラッ

トフォームである「高知県農業教育高度化事業推進会議」での議論を経ている。同会議では、

高知県の農業人材育成における農林資源科学科への進学の重要性が明確に位置付けられて

おり（別添資料１「高知県の農業関係人材育成における各機関の役割」）、地域枠の設定は同

会議での農業人材育成の計画にも沿ったものとなっている。地域枠内の学校推薦型選抜の

専門推薦及び３年次編入学についても、同様に同会議での農業人材育成の計画に沿ったも

のであり、県内実業高等学校及び県立農業大学校の要望により設定している。

地域枠の入学定員は 15 名とした。これは、農林海洋科学部が獲得を目指す高知県出身者

数を考慮して決定している。地域枠設定がない現状で高知県出身者の割合は 10.9％である

が、地域枠を 15 名とすることで、農林資源科学科 135 名の 10.9％である 14.7 人からの倍

増を目指す。また、地域枠内の学校推薦型選抜の専門推薦の入学定員については、高知県内

実業高等学校の進学者数の実績を考慮し５名とした。３年次編入学の定員については、想定

される進学元である高知県立農業大学校の進学希望者が例年２～４名であることを考慮し
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て２名とした。

b.農林資源科学科全体の入学定員について

現行の農林資源環境科学科及び農芸化学科を合計した過去５年間の志願倍率は、いずれ

の年度も３倍を超えており、両学科の５年間の平均志願倍率も 3.5 倍を超えている。このよ

うに過去の入試実績では両学科の専門教育分野に興味を持つ受験生を一定数確保できてお

り、学問領域を同じくしている農林資源科学科にも同程度の受験者数を想定することがで

きる。このことから入学定員を 135 名に設定した。 

平成 30 年度～令和４年度入学者選抜における 

農林資源環境科学科及び農芸化学科の志願者数・志願倍率の実績 

学科名 
⼊学 

定員 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 5 か年平均 

志願 

者数 

志願 

倍率 

志願 

者数 

志願 

倍率 

志願 

者数 

志願 

倍率 

志願 

者数 

志願 

倍率 

志願 

者数 

志願 

倍率 

志願 

者数 

志願 

倍率 

農林資源環境科学科 90 260 2.9 倍 430 4.8 倍 338 3.8 倍 213 2.4 倍 393 4.4 倍 326.8 3.6 倍 

農芸化学科 45 156 3.5 倍 227 5.0 倍 173 3.8 倍 216 4.8 倍 176 3.9 倍 189.6 4.2 倍 

合計 135 416 3.1 倍 657 4.9 倍 511 3.8 倍 429 3.2 倍 569 4.2 倍 516.4 3.8 倍 

② 海洋資源科学科の定員充足の見込み

現行の海洋資源科学科の過去５年間の志願倍率は 3.5 倍～4.5 倍で推移しており、十分に

志願者を集めることができている。このことから海洋資源科学科の入学定員を 65 名に設定

した。

平成 30 年度～令和４年度入学者選抜における海洋科学科の志願者数・志願倍率の実績

学科名 
⼊学 

定員 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 5 か年平均 

志願 

者数 

志願 

倍率 

志願 

者数 

志願 

倍率 

志願 

者数 

志願 

倍率 

志願 

者数 

志願 

倍率 

志願 

者数 

志願 

倍率 

志願 

者数 

志願 

倍率 

海洋資源科学科 65 291 4.5 倍 262 4.0 倍 226 3.5 倍 264 4.0 倍 249 3.8 倍 258.4 4.0 倍 

（イ）定員充足の根拠となる客観的なデータの概要

【高校生に対する調査結果の概要】（別添資料２ 高校生対象調査ニーズ調査結果報告書） 

① 調査の概要

四国４県と岡山県の高校２年生を対象に、令和４年２月８日(火)～３月８日(火)の期間に

おいて郵送によって実施した。調査は外部機関に委託して行った。調査対象高等学校は、高

知県 18 校、徳島県 12 校、香川県５校、愛媛県３校、岡山県８校の計 46 校である。これは、

公立高等学校を中心に過去の志願状況・出願実績の高い高等学校を抽出したものである。た

だし、愛媛県については、調査時期に新型コロナウイルス感染症の第６波が他県に先駆けて

到来し、休校等が増えていたため協力依頼を中断したことから、調査対象校が少なくなって

いる。質問紙は合計 6,835 部配布した。（別添資料２ １ページ） 

調査内容の中心は、高校生が農林海洋科学部に進学先としての魅力を感じるか、実際に進
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学先として検討するか等を把握することにある。

 なお、調査時点では「魅力ある地方大学の実現に資する地方国立大学の定員増」への申請

に向け入学定員を農林資源科学科 150 名、学部全体 215 名としていたため、報告書では入

学定員を農林資源科学科 150 名、学部全体 215 名で分析している。 

② 回収状況

回収状況は、合計 45 校（回収率 97.8％）・5,089 件（回収率 74.5％）であり、内訳は、

高知県 18 校・2,135 件、徳島県 11 校・1,331 件、香川県５校・333 件、愛媛県３校・393

件、岡山県８校・897 件であった。（別添資料３ 高校生対象調査結果クロス集計表（抜粋）） 

③ 調査の結果

回答者 5,089 人中、農林海洋科学部を「受験したいと思う」と回答した人は 535 人であ

った（別添資料２ ６ページ）。「受験したいと思う」と回答した人のうち、さらに農林資源

科学科又は海洋資源科学科に「合格したら入学したいと思う」と回答した人を「入学意向

者」と定義する。

この入学意向者の人数は、農林資源科学科が 258 人、海洋資源科学科が 241 人であった

（別添資料２ ６ページ）。アンケートでは、他に高等学校卒業後の進路や興味のある学問

系統について複数回答で聞いている。入学意向者の中からさらに、高等学校卒業後の進路

で「国立大学に進学」「公立大学に進学」「私立大学に進学」という４年制大学への進学を選

択し、かつ、興味のある学問系統として農林海洋科学部での学びと関連する分野（農林資

源科学科は「農・水産学」「データサイエンス学」、海洋資源科学科は「農・水産学」「デー

タサイエンス学」「理学」）のいずれかを選択したという精緻な条件を追加して入学意向者

を抽出すると、農林資源科学科は 147 人、海洋資源科学科は 135 人であった（別添資料３）。

精緻な条件下でも入学定員を上回る高校生が入学意向を示している。なお、両学科と関連

する分野として「データサイエンス学」があるのは、今回の改組で一次産業 DX に関連し

てデータサイエンスの分野を教育の柱として強化しているからであり、また、海洋資源科

学科と関連する分野に「理学」を加えているのは、教育研究分野に理学の範疇にある海底

資源環境、海洋天然物資源等に関する分野があるからである。

 また、地域枠を設定している農林資源科学科について、県内の入学意向者を見たところ、

高知県内高校生の回答者 2,135 人中、入学意向者は 120 人であった。地域枠内の学校推薦

型選抜の専門推薦（入学定員 5 人）の対象である県内実業高校生に限っても 14 人の入学意

高知県

2,135件
42%

徳島県

1,331件
26%

香川県

333件
6%

愛媛県

393件
8%

岡山県

897件
18%

高校生アンケート回答件数
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向者がおり、地域枠についても入学定員を上回る入学意向者がいることが明らかとなった。 

※ 県内高等学校、実業高等学校を抽出して結果を分析した箇所があるが、分析の元となっ

た高等学校別の調査結果集計表は、個別の高等学校の回答結果が明らかとなってしまう

ため、添付資料からは省略している。

（ウ） 学生納付金の設定の考え方

本学の納付金は、817,800 円（授業料年額 535,800 円、入学料 282,000 円）で「国立大学

等の授業料その他費用に関する省令」第二条に定める標準額と同額、かつ近隣の国立大学法

人と同額である。

（2）学生確保に向けた具体的な取組状況

農林海洋科学部は、農学・海洋科学の諸分野から、持続的社会の創造を志し、一次産業

の DX に資するデータサイエンスの知識や農林海洋資源の持続的開発・利用や環境保全等

の諸課題に対応できる豊かな知識・素養と技能、実践力を併せもった人材を育成し、今後

も一層充実した専門分野の内容と社会に繋がる研究や就職先の実情を、高大連携や広報活

動を通じて紹介する。特に、同窓会や行政組織、企業や地域社会に向けての情報提供、共

同研究や協働事業を推進し、これまで以上に、教職員と学生が共に地域貢献、教育貢献に

取り組むことによって、学生確保へと結びつける。

① 高等学校訪問・進学ガイダンス

アドミッションセンターの教員や学部教職員が、高等学校を訪問し、進路指導担当教員

との情報交換、意見交換を行うともに、高校生に対し本学についての進学ガイダンスを行

っている。また、多くの大学教員による出前授業や公開講座を通じて、大学の教育内容、

研究内容と将来活躍できる社会分野に関する情報提供を一層活発化させる。

② 高大接続事業を通じたＰＲ

高知県内の高等学校に対しては、スーパー・サイエンス・ハイスクール事業（SSH）や

サイエンス・パートナーシップ・プログラム（SPP）、高知県教育委員会と連携した職業

科高等学校との高大連携活動、私立高等学校との高大連携実験講座を実施してきた。ま

た、全国の高校生を対象にした夢ナビ講義への出演やひらめきときめきサイエンスによる

体験学習を実施し、本学と県内外の高等学校との深い信頼関係をベースにして、丁寧なＰ

Ｒ活動を行ってきた。今後も、これらの活動を通じて、情報公開、情報提供を積極的に行

っていく。 

③ 進学説明会・オープンキャンパス・大学訪問

一年を通じて全国で開催される進学説明会への情報提供を積極的に行ってきた。高等学

校等の進路指導者向けの説明会として、７月上旬に本学主催の進学担当者説明会を対面と

オンラインで開催したほか、名古屋市、大阪市で開催された四国地区国立大学連合アドミ

ッションセンター主催の四国地区国立大学合同入試説明会にも参加した。ほかにも、６月

に四国４県、岡山県及び広島県で開催された企業主催の進学相談会に参加し、９月開催分
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についても参加を予定している。さらに、学部紹介冊子の作製や学部ＨＰの充実を図る。

また、高校生が集団で本学を訪れる大学訪問では、本学教員による模擬授業や出身校の先

輩学生と交流を深めるイベントなどを通じ、本学による身近なイメージを持ってもらう機

会となっているため、さらに積極的な受け入れを考えている。そのほか、８月のオープン

キャンパス、11 月の物部キャンパス１日公開など、様々な学内イベントの機会を通じ

て、高等学校教員、高校生、地域の保護者との交流と情報公開に努めている。

④ ＬＩＮＥ配信・広報誌

現在、ＨＰやフェイスブック、ＬＩＮＥ、マナビジョン、大学情報センターなどの情報

ツールを利用して、全国の受験生や保護者並びに学校関係者に向けた情報発信を行ってい

る。また、学生確保のためのＰＲ活動のために、高知大学広報誌「Ｌｅａｄ」を毎年、高知

県内の全高等学校及び県内の全市町村の教育委員会に送付しており、進学ガイダンスや高

等学校訪問の際の資料として活用している。実際に「Ｌｅａｄ」の記事で本学に興味を持ち

入学してきた学生もいるため、農林海洋科学部の記事もさらに充実させ、情報発信する予定

である。

⑤ インターネット出願サイト・進学支援サイト

四国地区５つの国立大学では、平成 28 年度一般入試（前期・後期）からインターネット

出願を導入している。 

インターネット出願により、受験生は、紙の願書の取り寄せ不要、記入漏れ防止のチェ

ック機能付きで安心、24 時間いつでも出願データ送信可能、検定料はクレジットカード、

コンビニエンスストア、銀行ＡＴＭで支払える、本人写真のプリントが不要、願書の受付

状況がインターネットで確認できるなど多数のメリットがある。 

また、インターネット出願サイトに併設して、進学支援サイト「今ログ」のサービスを

提供している。このサイトを活用して、これまで経験してきた活動の振り返りや、進路に

関するアイディアの整理が可能である。 

⑥ 学部 HP・YouTube

農林海洋科学部のホームページの受験生向けサイトにおいて、教育内容や卒業後のキャ

リアイメージを紹介している。また、YouTube に開設している農林海洋科学部公式チャン

ネルにおいて、教員、研究室、コースの紹介やどのような授業をしているか授業の一部を

体験できる動画などをアップロードし、農林海洋科学部での学びがどのようなものかイメ

ージできるようにしている。高等学校訪問、高校生・教員への進学説明会と組み合わせ、

農林海洋科学部についての広報を積極的に行っていく。 
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２ 人材需要の動向等社会の要請

（1）人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要）

農林海洋科学部及び各学科の目的、養成する人材像は下記のとおりである。

【農林海洋科学部】

農学・海洋科学の諸分野から、持続的社会の創造を志し、一次産業の DX に資するデータ

サイエンスの知識や農林海洋資源の持続的開発・利用や環境保全等の諸課題に対応できる

豊かな知識・素養と技能、実践力を併せもった人材を育成する。

【農林資源科学科】

［学科の目的］

農林資源の持続的資源開発・利用や環境保全に不可欠な知識や手法を身に付けさせると

ともに、施設園芸を中心とする農業が盛んで、周囲を森林と海に囲まれた高知県の特徴を最

大限に活かし、農林業に関わるフィールド科学または農芸化学に関する専門知識を修得さ

せることを目的とする。

［養成する人材像］

農林資源の有効活用による持続的社会の創造を志し、俯瞰的に問題を分析し、データに基

づく論理的考察により問題の本質を把握し、実際に行動し解決できる能力を有するととも

に、農林業に関わるフィールド科学または農芸化学に関する専門的な知識、並びに農林業に

関わるデータサイエンスや DX の知識を併せもった持続的資源開発・利用、環境保全等の諸

課題や６次産業化に対応できる実践力のある専門人材を育成する。

【海洋資源科学科】

［学科の目的］

海洋資源管理に不可欠な知識や手法を身に付けさせるとともに、海に面した高知県の地

理的優位性を最大限に活かし、海洋生物生産、海底資源環境、海洋生命科学に関する専門知

識を修得させることを目的とする。

［養成する人材像］

海洋資源の有効活用による持続的社会の創造を志し、俯瞰的に問題を分析し、データに基

づく論理的考察により問題の本質を把握し、実際に行動し解決できる能力を有するととも

に、海洋生物生産、海底資源環境、または海洋生命科学に関する専門的な知識、並びに海洋

科学の DX に資するデータサイエンスの知識を併せもった海洋資源管理に長けた実践力の

ある海洋専門人材を育成する。

（２）上記（１）が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根

拠

農林資源科学科、海洋資源科学科については、農林海洋科学部の卒業生の就職先として想

定される企業を対象にアンケートを実施し、採用する人材として農林海洋科学部の卒業生

に魅力を感じるか、また実際に採用する人材として検討するか等を確認した。結果について

は、「（イ）企業等に対する調査結果」のとおりである。

ただし、高知県内の農業人材に関するニーズについては、アンケートとは別に確認してお
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り、農林資源科学科の育成する人材がそのニーズに沿ったものであることを「（ア）高知県

内の農業人材ニーズについて」において説明する。

（ア）高知県内の農業人材ニーズについて

高知県においては、下記の地域連携プラットフォームが存在し、高知県における高度な農

業人材の育成について議論されている。高知県、県内農業高等学校、県教育委員会、県内農

業研修教育施設と本学が参加している「高知県農業教育高度化事業推進会議」では、高知県

内での新規就農育成・確保の充実を目指し、育成すべき農業人材像を設定して、各機関が連

携して育成に取り組むこととしている。農林資源科学科も DX 教育強化及びデータサイエ

ンス教育の実施を通じて、高度な農業関連人材を育成し、卒業生が、高知県や県内農業協同

組合で農業指導に従事したり、農業関連企業への就職や起業すること等が期待されている。

また、高知県、JA 高知中央会、高知県園芸連、高知県工業会、県内金融機関、高知県立大

学、高知工科大学、本学が参加している「高知県 Next 次世代型施設園芸農業に関する産学

官連携協議会」では、AI 等を活用した施設園芸の DX を推進・実践できる人材の育成が期

待されている。これらの地域連携プラットフォームに参加する中で、高知県の農業人材のニ

ーズを確認し、農林資源科学科の育成する人材像にも反映させている。

農林資源科学科のカリキュラムの中では、これらの農業人材育成のニーズに沿って、次世

代農業プログラムを開設している。地域枠入学者はこのプログラムを必ず履修することと

している。プログラムの中では、実践力育成や農業及びその関連産業への就職意欲向上など

を目的にインターンシップ科目を置くなど、地元定着も狙ったキャリア教育を行っている。

このインターンシップの実習先としては、高知県、県内農業協同組合、農園の協力を得てお

り、農林資源科学科の人材育成について賛同してもらっている。また、IoP が導く Next 次

世代型施設園芸農業への進化プロジェクト（IoP プロジェクト）参画企業 70 社についても、

IoP プロジェクト推進に係る地域連携プラットフォームである「高知県 Next 次世代型施設

園芸農業に関する産学官連携協議会」を通じて人材育成に期待を寄せてもらっている（別添

資料４ IoP が導く Next 次世代型施設園芸農業への進化プロジェクト参画企業一覧）。 

また、就職先があるかについても、想定される就職先の採用予定数を見ると、高知県の令

和２年度～令和４年度職員等採用上級試験において、農業職は 13～15 名、林業職は７～９

名で推移している。また、農業協同組合においても、JA 高知中央会の新規採用数は、令和

２年度 54 名、令和３年度 37 名、令和４年度 18 名で、令和５年度の採用予定数は 20 名と

なっている。その他に IoP プロジェクトに参画している県内企業も 18 社あり、人材ニーズ

があると考える。

（イ）企業等に対する調査結果（別添資料５ 企業対象調査ニーズ調査結果報告書）

① 調査の概要

農林海洋科学部の卒業生の就職先として想定される企業 2,070 を対象に令和４年２月 10

日（木）～２月 28 日（月）の期間において、郵送によって農林海洋科学部に関する調査を

実施した。調査は外部機関に委託して行った。調査の主たる目的は、調査対象の企業や機関・

団体が、採用する人材として農林海洋科学部の卒業生に魅力を感じるか、また実際に採用す

る人材として検討するか等を確認することにある。

なお、「（ア）高知県内の農業人材ニーズについて」で述べたように、高知県、県内農業協
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同組合、IoP プロジェクト参画企業については、地域連携プラットフォームを通じて人材ニ

ーズが確認できているため、今回の調査の対象から外している。

② 回収率

2,070 企業中、405 企業から回答があった。回収率は 19.6％である。回答のあった企業を

本社所在地別に見ると、高知県 4.2％、高知県以外の四国が 7.4％、関東以北 30.9％（うち、

東京都 20.0％）、中部地方 16.3％、近畿地方 20.0％、中国地方 13.8％、九州・沖縄地方 7.4％

である。また、業種別では、製造業が 28.6％、次いで卸売・小売業 20.2％、建設業 12.6％、

サービス業 9.1％であった。回答企業の規模の分布は、50 名未満 12.6％、50～100 名未満

13.8％、100～500 名未満 46.4％、500 名～1000 名未満 12.6％、1,000 名以上 14.6％であ

った。（別添資料６ 企業対象調査結果クロス集計表（抜粋））

③ 調査の結果

本調査の結果、回答企業 405 社のうちで、農林資源科学科、海洋資源科学科の卒業生を

「採用したい」と回答した企業数及び「採用想定人数」（採用したいと回答した企業に対し

て「何名採用したい」と質問し、その回答された人数を合計したもの）は次のとおりである。

（別添資料５ ５ページ、７ページ）

学科名

（入学定員）

全回答企業数 採用意向有 採用想定人数

農 林 資 源 科 学 科

（135）  

405 社 326 社  

（80.5％） 

495 人  

海 洋 資 源 科 学 科

（65）  

298 社  

（73.6％） 

436 人  

本調査結果から、農林海洋科学部各学科の入学定員を大幅に上回る採用意向があること

が明らかとなった。

加えて、本調査では、学科の「特色」について、魅力度を感じるかどうか、４段階（「と

ても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」「あまり魅力を感じない」「まったく魅力を感

じない」）で調査を行っている。この「特色」は、「養成する人材像」とも連関する内容で、

「特色」に対する反応から、「人材像」の社会的ニーズを伺うことができる。設問にある学

科の「特色」は下記のとおりである。
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学科共通の特色 A. 農学・海洋科学分野の広く・深い実学的学びに加え、これからの社

会に求められるデータサイエンスや DX の知識と技能を兼ね備えた「未

来型農学・海洋科学人材」を目指す。

B. 地域課題の解決に向けて、デジタルの力を活用した最先端技術を開

発・普及するための知識や技能を修得できる。

農林資源科学科

の特色

C. フィールド科学と農芸化学を統合した分野横断型の学びによって、

幅広い知識と技能を修得できる。

D. 農林資源科学の高い専門性に加え、データサイエンスや一次産業

DX の知識や技能を修得できる。

海洋資源科学科

の特色

E. 海洋生物生産、海底資源環境、海洋生命科学に関する専門の知識・

技術を修得できる。

F. ３コース横断の総合的海洋管理教育プログラムに加え、データサイ

エンスや一次産業 DX も学ぶことで“総合的海洋管理”のための知識・

技能を修得できる。

この「特色」に対し「とても魅力を感じる」または「ある程度魅力を感じる」と回答した

企業に限定して「採用意向」を算出すると下記のとおりとなる。（別添資料６）

学科名

（入学定員）

特色 a.「とても魅力を感じる」

または「ある程度魅力を感

じる」と回答した企業数

b.採用意向

を有する企

業数

a の企業のう

ち、b の企業の

割合

農林資源科学

科

（135）  

A 342 社  

（84.4％） 

299 社  87.4％ 

B 383 社  

（94.6％） 

314 社  82.0％ 

C 312 社  

（77.0％） 

281 社  90.1％ 

D 328 社  

（81.0％） 

295 社  89.9％ 

海洋資源科学

科

（65）  

A 342 社  

（84.4％） 

272 社  79.5％ 

B 383 社  

（94.6％） 

286 社  74.7％ 

E 274 社  

（67.7％） 

242 社  88.3％ 

F 304 社  

（75.1％） 

262 社  86.2％ 

このように多くの企業が「特色」に魅力を感じており、その企業の多くが採用意向を有し

ていることから、農林海洋科学部両学科の「特色」が魅力的に映り、それが採用意向に繋が

っていると言え、その「採用意向あり」と回答した企業数は、両学科の入学定員を大幅に上
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回っている。

また、「特色」についての設問の次に、両学科がこれからの社会にとって必要だと思うか

について聞いたところ、農林資源科学科は 391 社（96.5％）が、海洋資源科学科は 385 社

（95.1％）が「必要だと思う」と回答する結果となった（別添資料６）。「特色」にあるよう

な農林海洋科学部の教育、育成する人材について、95％を超える大半の企業にとって社会に

必要なものだと考えていることが明らかとなった。

以上のように、本学部の人材像が産業界からの評価・ニーズが高く、期待されていること

が明らかとなった。
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